





















































































































































































を踏まえて外務省アジア局の宇山厚参事官は、日本政府から沖縄に対して支出される福祉関連援助額に関する基本的考え方につい 検討に着手していたので る。外務省は 当時、 問題の主管官庁であった総理府特別地域連絡局と連携し、自治省の協力を得ることとなった。　
調査団はまずワーキング・グループが一〇月五日、那覇に到着、その一週間後 ケイセン団長が合流した。二三日















と述べたところであった。さらに瀬長副主席によると、調査団は来島後、一八日夜に行われた復帰協によるデモが施政権返還を強く要請したことについて警戒心を強め、その結果、日本からの援助拡大がアメリカの沖縄保有を困難とするとの見方 めたようである、と述べていた。加えて調査団が自治権拡大に対する高等弁務官の拒否権発動や、米民政府（ＵＳＣＡＲ）の対応などを含むアメリカの施政全般 対し 批判的であり ＵＳＣＡＲそのも の性格疑問を持っている、との注目すべき観察 も伝え いた。こ 観察から見る限り、調査団には沖縄統治機構 改革へむけた関心があった ではないだろうか。最後 瀬長副主席は調査団が日本政府による地 交付税交付金制度による援助の実態、つまり具体的に 社会保障、教育水準 生活水準などの向上について日本政府が各自治体に向けて っている財政支援政策に関心を持ち、説明を求めていることを伝え　
瀬長副主席が示したとおり調査団は施政権返還へのアメリカ政府の意図を強く否定していた。これ ケネディ政権





















































持ち、この制度についてある程度の予備知識があったようである。その上で調査団は制度の具体的な実態について外務省に説明を求めたことになる。さらに調査団派遣を要請したキャラウェイ高等弁務官 、沖縄住民の不満の一因が沖縄においては本土とは異なり、同制度が適用されていない点にある、と考えていた。これらを勘案すると、帰国後ケイセン団長が同制度に関する具体的な質問事項をアメリカ大使館を通して外務省に伝えた と 調査団来日の目的の一つが同制度の趣旨と実態の把握 あったことを窺わせる。　
そこでケイセン団長からの一連の質問について日本政府の対応を見よう。翌一一月二二日から一二月四日かけて三











































ろでケイセン・レポートの骨子は、その約二週間後の一九日に公表された、ケネディ大統領による沖縄に関する特別声明に盛り込まれることとなった。ケネディ声明は、同時に公表された大統領行政命令修正による新行政命令 併せて、沖縄新政策と呼ばれている。歴代アメリカ大統領のなかで、沖縄 治に関する大統領声明を出したのはケネディ大統領のみであった。つまり、ケネディ新政策は、沖縄統治に関するアメリカ政府の政策的優先順位の高さを示唆するものであったと言えよう。そ だけに沖縄に関するケネディ大統領声明は注目されることが多いのであるが、その政治史的意味については従来、必ずしも充分に検討されてきた訳で い。　
そこで、まずケネディ声明と新大統領行政命令の内容を概観しておきたい。一九六二年の三月一九日、ケネディ大













































には米民政府を中心とする那覇の米軍部官僚機構の存在に対する批判があり、沖縄の統治機構改革案があったことが解る。しかし、この改革提案は全面的には実 できず 実現できたのは、 政官に文官 任命することのみであった。　
ところで最終草案に盛り込まれた提言のなかで見逃すことの出来ない点は、調査団の東京訪問時に外務省から手交











限の引き上げに見出すことができる。つまり調査団が外務省から手交された資料「沖縄の財政事情」 、及び、その後の自治省による説明では、もし沖縄が日本の施政権下にあれば日本政府から得られるはずの交付金額が示されていたことは、既に述べた通り ある。その金額は約九〇億円となっていた。この金額が沖縄住民から見てアメリカ政府による援助 不足分であったと ることができる。不足する金額をドル換算した場合、当時の交換レートで約二二〇〇万ドルであった。最終草案が現行のプライス法の上限額六 〇万ドルを大幅に引上げ、二五〇〇万ドルとすることを提案した背景には、六〇〇万ドルの現行 限度額では復帰を期待する住民の要請を満たすことができないとの見通しがあった が窺われる。　
こうして、ケイセン・レポートの提言のもとに、もし日本の施政権下にあれば沖縄住民が受取ることのできる日本
政府から 援助額相当分について アメリカ政府がプライス法改正によって支出する、という構想がケネディ声明の柱の一つとなったのである。声明 大統領が議会に対して 上限を撤廃 よう求め、琉球 医療 教育、社会福祉のレベルを日本並みの水準 引上げる計画を議会 提 ることを明記した。　
しかし問題は、ケイセン・レポート完成から大統領による正式承認まで約三ヶ月の日時を要したことであった。日















































ホワイト・ハウスは、 テキストを極秘とし公表直前 でキャラウェイ高等弁務官には伏せ 可能性のではないだろうか。　
では声明テキストのなかで、大統領は沖縄を「日本の領土の一部」と認める、という文言についてホワイト・ハウ





























































































弁務官の年頭メッセージが問題視され、同時に立法院決議との関連で沖縄が植民地かどうか、という点に野党議員の質問が集中した。しかし政府に って深刻だったの 、議論の過程で小坂外務大臣に向けられた野党議員の質問であった。それは、日本政府 前年六月の池田・ケネディ会談で沖縄返還を要求したのか、という端的な内容の質問であった。
　「池田さんは大統領とお会いになった時分に沖縄の問題について（中略）どういう話をなさったか。これは、返してもらうことを要求なさったのですか、 （後略） 。 」 （川上貫一議員）
　

































避する方針が国務省を含めて確定していたことは、一九五八年のドル通貨導入政策からも読み取ることができる。ケネディ政権になってもこの方針 変化はなか ところが 一九六〇年九月の国連総会で、ソ連 沖縄を含む複数の地域について米国による植民地支配であるとの非難を提起したことは沖縄問題が国連で議題となる可能性につながった。事実、国連加盟 中多数を占める新興独立国にとって脱植民地主義 大義名分であったから 国連で米国帝国主義批判が強まる懸念は とって無視できなかった である。 うした事態 もと米国外交にとって喫緊の課題は、沖縄が植民 ではな 、との事実確認となった。一九六二年三月のケネディ大統領による沖縄新 が 点を示している。つまり、ケネディ声明 複数 動機があった そ 一つが米国による 統治の正統化にあったことは疑う余地がない 「大統領は、琉球 日本領土の一部 ことを認め」た、というフレーズは、この動機をあらわすものであった　
しかし他方で、ケネディ政権は先に触れた通り、沖縄の地位について「極東に脅威と緊張がある限り米国が施政権














査報告（コンロン・ケイセン） 」外交史料館蔵（以下、 「コンロン・ケイセン」と略記） 。
（
3）　
















北東アジア課「ケ大統領補佐官の 調査に関す 件」一九六一年九月二八日。 （ 「コンロン・ケイセン」 ）
（
（）　












北東アジ 課「第二回沖縄財政状況 」一九六一年一 月二八日。 （同上）
（
13）　


























































































































































31）　「那覇日本政府南方連絡事務所長から総理府特連局長（大竹民渉）宛て」一九六二年二月二日。 （ 「コンロン・ケイセン」 ）
（
32）　
同右
（
33）　
同右
（
3（）　
第四〇回国会衆議院外務委員会議録第三号。一九六二年 月一四日。
（
3（）　
第四〇回国会衆議院外務委員会議録第九号。一九六二年三月七日。
（
3（）　
同右
　
本稿は科学研究費（基盤Ｃ） 「戦後体制と沖縄に関する共同研究」 （研究代表者
　
河野康子）の成果の一部である。
